
 

 

 

吸収合併に関する事後開示書面 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 年７月３日 

 

株式会社プロジェクトカンパニー 

  



2023 年 7月 3日 

 

東京都港区六本木一丁目６番１号  

株式会社プロジェクトカンパニー 

代表取締役 土井 悠之介 

 

吸収合併に関する事後開示書面 

（会社法第 801 条第１項及び会社法施行規則第 200 条に基づく事後備置書面） 

 

 

当社は、2023 年 5月 15 日付けで株式会社プロジェクトパートナーズとの間で締結した吸

収合併契約に基づき、2023 年 7 月 1 日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、株

式会社プロジェクトパートナーズを吸収合併消滅会社とする吸収合併 （下「本本吸収合併 

という。）を行いました。 

本吸収合併に関し、会社法第 801 条第１項及び会社法施行規則第 200 条に定める事項は

「記のとおりです。 

 

記 

 

１． 吸収合併が効力を生じた日 

2023 年 7月 1日 

 

２． 吸収合併消滅会社における差止請求、反対株主の買取請求、新株予約権買取請求及

び債権者の異議に関する手続の経過 

（１）差止請求 

吸収合併消滅会社は当社の完全子会社であったため、差止請求について該当事項は

ありません。 

（２）反対株主の株式買取請求 

吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であったため、反対株主の株式買取請求に

ついて該当事項はありません。 

（３）新株予約権買取請求 

吸収合併消滅会社は新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありませ

ん。 

  



 

（４）債権者の異議 

吸収合併消滅会社は、2023 年 5月 25 日付で官報公告を行うとともに、同日付けで

電子公告を行いましたが、異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

３． 吸収合併存続会社における差止請求、反対株主の株式買取請求及び債権者の異議に

関する手続きの経過 

（１） 差止請求 

本吸収合併は、簡易合併であるため、差止請求について該当事項はありません。 

（２） 反対株主の株式買取請求 

本吸収合併は、簡易合併であるため、反対株主の株式の買取請求について該当事項

はありません。 

（３） 債権者の異議 

吸収合併存続会社は、2023 年 5月 25 日付で官報公告を行うとともに、同日付で電

子公告を行いましたが、異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

４． 吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務

に関する事項 

当社は、効力発生日をもって、吸収合併消滅会社の資産、負債及びその他の権利義

務の一切を承継しました。 

 

５． 会社法第 782 条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面 

別紙のとおりです。 

 

６．会社法 第 921 条の変更の登記をした日 

2023 年 7月 4日（予定） 

 

７． その他吸収合併に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

 

下上 

  



別紙 

 

 

 

 

吸収合併に関する事前開示書面 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 年５月 25 日 

 

株式会社プロジェクトカンパニー 

株式会社プロジェクトパートナーズ 

 

  



2023 年 5月 25 日 

 

東京都港区六本木一丁目６番１号 

株式会社プロジェクトカンパニー 

代表取締役 土井 悠之介 

 

東京都港区六本木一丁目６番１号 

株式会社プロジェクトパートナーズ 

代表取締役 土井 悠之介 

 

吸収合併に関する事前開示書面 

（吸収合併存続会社：会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条に基づく事前備置書面） 

（吸収合併消滅会社：会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 182 条に基づく事前備置書面） 

 

 

株式会社プロジェクトカンパニー（下「本吸収合併存続会社 という。）及び株式会社プ

ロジェクトパートナーズ（下「本吸収合併消滅会社 という。）は、それぞれ取締役会の決

議、取締役決定を経て、両社間で 2023 年 5 月 15 日付吸収合併契約書を締結し、2023 年 7

月 1 日を効力発生日とする吸収合併（下「本本吸収合併 といいます。）を行うことといた

しました。よって、ここに本吸収合併に関する事前開示をいたします。 

 なお、本吸収合併は完全親子会社間の無対価合併につき、吸収合併存続会社においては会

社法第 796 条第 2 項に定める簡易合併、吸収合併消滅会社においては会社法第 784 条第 1

項に定める略式合併となります。 

 

 

記 

 

１．吸収合併契約の内容 

別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 



 

４．計算書類等に関する事項 

 （１）吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類等 

吸収合併存続会社は有価証券報告書及び四半期報告書を関東財務局に提出しており

ます。最終事業年度に係る計算書類等については、本金融商品取引法に基づく有価証券

報告書等の開示書類に関する電子システム（EDINET） よりご覧いただけます。なお、

最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等は作成しておらず、最

終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象はありません。 

 （２）吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

吸収消滅存続会社の最終事業年度に係る計算書類等は、別紙２のとおりです。なお、

最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等は作成しておらず、最

終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況

に重要な影響を与える事象は生じておりません。 

 

５．吸収合併存続会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債

務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

６．吸収合併が効力を生ずる日下後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関

する事項 

本吸収合併効力発生後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ること

が見込まれます。また、本吸収合併後の吸収合併存続会社の収益状況及びキャッシュフロー

の状況について、債務の履行に支障を及ぼすような事態は現在のところ予測されておりま

せん。 

したがって、本吸収合併後における吸収合併存続会社の債務について履行の見込みがあ

るものと判断いたします。 

 

７．本書面の備置開始日後、本吸収合併が効力を生ずる日までの間に上記の事項につき変更

が生じたときにおける当該変更後の内容 

本書面の備置開始日後、上記事項に変更が生じた場合には、変更後の当該事項を直ちに開

示いたします。 

 

 

下上 

 



別紙１





別紙２







 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 内 訳 書 

2022年07月01日 〜 2022年12月31日 

株式会社プロジェクトパートナーズ （単位： 円） 

 

 
役 員  報 酬 4,800,000 

給 料  手 当 2,400,000 

法 定 福 利 費 718,172 

外  注  費 21,237,170 

接 待 交 際 費 987,934 

会  議  費 194,192 

旅 費 交 通 費 1,074,862 

支 払 手 数 料 44,846 

地 代  家 賃 2,700,614 

租 税  公 課 10,505 

支 払 報 酬 料 30,000 

採  用  費 432,500 
 

販 売 管 理 費 計 34,630,795 
 







株式会社プロジェクトパートナーズ 

個 別 注 記 表 
2022年07月01日 〜 2022年12月31日 

 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引

当金として計上しております。 

 

（2）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

2. 会計方針の変更に関する注記 

該当事項はありません。 

 

3. 貸借対照表に関する注記 

該当事項はありません。 

 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式(発行済普通株式)        1,000,000株 

 

（2）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式(自己株式)            －株 
  

（3）当事業年度末における新株予約権及び自己新株予約権 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数     －株 

 

5. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の原因別の内訳 

未払事業税               16,002千円 

繰延税金資産合計            1,417千円 

 

6. 1株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額              97円05銭 

1株当たり当期純利益             27円05銭 

 

7. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


